
１ 前提とする大規模停電

豊島区業務継続計画について【概要】

計画の趣旨 大規模停電編

新型インフルエンザ編

本計画は、大規模地震、大規模停電、新型インフルエンザ発生時に、区政の機能維持・早期復旧を図り、災害から区民等の生命、生活及
び財産を保護するとともに、区民生活に必要な行政サービスを継続して提供することを目的とする。

本計画により、非常時優先業務と業務遂行上の課題を明らかにし、確実に業務を実施するための対策の検討と実施、マニュアルの策定、
訓練の実施など全庁的な取り組みを進める。

＜業務量推移イメージ＞
（大規模地震の例）

＜業務量推移イメージ ＞
（新型インフルエンザの例）

＜業務継続計画と他の計画の関係＞
（新型インフルエンザの例）

＜業務継続計画と他の計画の関係＞
（大規模地震の例）
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２ 非常時優先業務の選定結果

２ 豊島区職員の被害想定

３ 非常時優先業務の選定結果

１ 豊島区の被害想定

４ 区内まん延期の必要人数
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図２ 新型インフルエンザ発生時の業務量の推移（イメージ） 
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業務量と職員数のギャップ

100％ 100％

業務区分 ①対象業務数
②非常時

優先業務数

非常時優先業務に
選定された割合

（②／①）

通常業務 3,527 件 183 件 5.2 %

発災後新たに発生する業務 － 33 件 －

合計 3,527 件 216 件 －

※通常業務数については、業務の細分化などにより、3,527件から3,590件に変更となった。



１ 前提とする地震
【地震】東京湾北部地震 マグニチュード7.3
区内震度6弱～6強、冬の朝5時に発災、風速８Ｍ／秒

２ 被害想定

【被害】死者114人、負傷者2,878人
「首都直下地震による東京の被害想定（平成24年4月東京都）」

２ 非常時優先業務の選定結果（全庁調査）

１ 計画の改定
●地域防災計画の改定、新庁舎移転等を踏まえ、計画を

見直し、必要な改定を行う

３ 非常時優先業務の実施時期別の必要人数（全庁調査）

１ 非常時優先業務の選定
●大地震発生時に、どの業務が必要となるか、どの業務を優先的

に実施するかをあらかじめ決めておく
●優先度の高い通常業務等＋応急復旧業務＝非常時優先業務

第１章 対象とする事象と被害想定

第2章 地震発生時の職員態勢と執務環境

１ 職員の参集態勢（シミュレーション）
●交通機関の運行状況や被災等による参集困難者を考慮
して参集者数を時系列で推定した。

２ 執務環境
●本庁舎は使用可能（免震）、本庁舎以外は執務室の

片づけ後に使用可
●電力は6日間停電、7日目に復旧
●通信は無線と電話のみ（6日間停電のためＰＣ不可）
●簡易トイレを併用（30日間は飲料水確保を優先）

Ⅰ 対策の実施

１ 全庁及び各部局による対策の実施
●計画で示す全庁的な対策について、震災対策推進

本部が実施を推進する
●計画で示す各部局における課題について、各部局

で対策を検討、実施する

１ 部局別マニュアルの作成
●23年度に作成した業務プロセスフローを再確認し、

各部局においてＢＣＰ実施マニュアルを作成する

第3章 非常時優先業務の概要

Ⅳ 計画の改定（平成２５年度以降）

第4章 非常時優先業務の実施に向けた課題と対策

１ 課題と対策の整理
●非常時優先業務の選定プロセスで明らかとなった「全庁的な課

題と対策」(発災当日の職員数不足、非常用電源確保、職員用の
備蓄など)及び「各部局で取り組むべき課題と対策」を整理

計画策定（平成23年度）

計画に基づく対策の推進（平成24年度）

２ 全庁で取り組むための基本的な方向を提示
●計画の策定、非常時優先業務に対する認知・浸透と各部局で

進める対策実施のための方策を提示し、全庁で取り組む契機
とする

Ⅲ 訓練の実施

２ 部局別のマニュアルの改定
●部局別のマニュアルを見直し、必要な改定を行う

４ 業務プロセスフローの作成
●非常時優先業務の概要、業務プロセス、実施時期、所要人員、

参集可能職員数を課別にまとめた業務プロセスフローを作成

現状と目標のギャップ

１ 訓練の実施
●作成した各部局のマニュアルを活用し、全庁訓練を

実施する
●訓練を通じて、非常時における職員の役割を明確に

する
●訓練後、マニュアルの問題点を整理する
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Ⅱ マニュアルの作成

地 震 編


